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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】有機積層チップキャリアと、このキャリアの上
面に配置される複数の半導体チップとを利用するマルチ
チップ電子パッケージを提供する。
【解決手段】有機積層チップキャリア２は、複数の導電
プレーン４と誘電層５とを含み、その底面で基礎を成す
導電体８にチップ３を結合させる。このキャリアは、半
導体チップ間の高周波接続を確保する高速部分を含むこ
とが可能であり、動作性能の強化のために、内部コンデ
ンサ及び又は熱伝導部材１３を含むこともできる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルチチップ電子パッケージであって、
　　間隔を空けて内部に配置されてそれぞれの誘電材料層により分離された複数の導電プ
レーンを含む有機積層チップキャリアにして、その第一の表面上の複数の電気接点と、そ
の第二の表面上の複数の導電体とを含み、前記電気接点の選択されたものが、前記導電体
の選択されたものと電気的に結合される、チップキャリアと、
　　前記有機積層チップキャリアの前記第一の表面上に間隔を空けて配置され、前記導電
体の前記選択されたものと結合されるように前記電気接点の選択されたものと電気的に結
合される、複数の半導体チップと、
を備えたパッケージ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、集積回路を取り付けるための電子パッケージに関し、特に、こうしたパッケ
ージにおいて使用する有機多層積層相互接続構造に関する。なお、本願は、２００３年１
月３０日に米国で出願された出願番号第１０／３５４，０００号「高速回路基板及び製造
方法」（発明者：Ｂ．チャン他）の米国での一部継続出願である。
【背景技術】
【０００２】
　有機積層基板、例えば、プリント回路基板及びチップキャリアは、多くの用途向けに開
発され、引き続き開発が行われている。これらは、コストの低減及び電気性能の向上から
、多くのチップキャリア用途において、セラミック基板に取って代わることが期待されて
いる。電子パッケージにおいて半導体チップをプリント回路基板に相互接続する有機積層
チップキャリアのような、多層相互接続構造の使用は、多くの課題をもたらしており、そ
の一つは、半導体チップと有機チップキャリアとの間の接続継手の信頼性であり、別の一
つは、有機チップキャリアとプリント回路基板との間の接続継手の信頼性である。
【０００３】
　半導体チップの入出力（Ｉ／Ｏ）数が周辺のリードデバイスの能力を超えて増加し、半
導体チップ及びプリント回路基板の両方の製造に関するニーズが高まってきているため、
エリアアレイ相互接続は、半導体チップと有機チップキャリアとの間、及び有機チップキ
ャリアとプリント回路基板との間で、多数の接続を形成するための好適な方法となってい
る。半導体チップと、有機チップキャリアと、プリント回路基板との熱膨張率（熱膨張率
）が互いに大きく異なる場合、有機チップキャリアに対する業界標準の半導体チップアレ
イの相互接続では、動作中に高いストレスを示す可能性がある（熱サイクリング）。
【０００４】
　同様に、有機チップキャリアとプリント回路基板との間での業界標準のボールグリッド
アレイ（ＢＧＡ）の相互接続も、動作中に高いストレスを示す可能性がある。接続の障害
、更には半導体チップの完全性の障害（チップクラック）により、深刻な信頼性の不安が
顕在化する恐れもある。こうした信頼性の不安は、設計の柔軟性を大幅に阻害する。例え
ば、半導体チップのサイズは、限定される場合があり、或いは、相互接続のサイズ、形状
、及び間隔は、こうしたストレスを低減するために、業界の標準を超えてさらに標準化を
進めなくてはならない場合がある。こうした制限は、有機電子パッケージの電気性能の利
点を限定し、或いは、こうした電子パッケージに大きなコストを付加する恐れがある。通
常、半導体チップは、一摂氏温度あたりの百万分率（ｐｐｍ／℃）で２乃至３の熱膨張率
を有するが、標準的なプリント回路基板は、遙かに大きい１７乃至２０ｐｐｍ／℃の熱膨
張率を有する。
【０００５】
　こうした熱膨張率及び関連問題を克服するように設計された有機チップキャリアの一例
は、特許文献１において定められており、これは、単一のチップとキャリアの半田接続部
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との間と、及びキャリアとこれが配置されるベース基板（ＰＣＢ等）との間の障害とを防
止するように設計された特定の熱内部伝導層を含む。この特許文献１に記載されている特
許は、参照により本明細書に組み込むものとする。
【０００６】
　前記のような様々な電子パッケージのその他の例は、以下の文書において表示及び説明
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第６，３５１，３９３号、Ｊ．Ｓ．クレスギら
【特許文献２】米国特許第４，８８２，４５４号、１９８９年１１月、ピーターソンら
【特許文献３】米国特許第５，０７２，０７５号、１９９１年１２月、リーら
【特許文献４】米国特許第５，１２１，１９０号、１９９２年６月、シャオら
【特許文献５】米国特許第５，４８３，４２１号、１９９６年１月、ゲドニら
【特許文献６】米国特許第５，６１５，０８７号、１９９７年３月、ウィーローチ
【特許文献７】米国特許第５，６６１，０８９号、１９９７年８月、ウィルソン
【特許文献８】米国特許第５，７９８，５６３号、１９９８年８月、フィールチェンフェ
ルドら
【特許文献９】米国特許第５，８３８，０６３号、１９９８年１１月、シルベスタ
【特許文献１０】米国特許第５，８９４，１７３号、１９９９年４月、ジェイコブスら
【特許文献１１】米国特許第５，９００，６７５号、１９９９年５月、アペルトら
【特許文献１２】米国特許第５，９２６，３７７号、１９９９年７月、ナカオら
【特許文献１３】米国特許第５，９８２，６３０号、１９９９年１１月、バティア
【特許文献１４】特願平１－３０７２９４ １９８９年１２月
【特許文献１５】特願平６－１１２２７１ １９９４年４月
【特許文献１６】特願平９－２３２３７６ １９９７年９月
【特許文献１７】特願平１０－２０９３４７ １９９８年８月
【特許文献１８】特願平１１－０８７５６０ １９９９年３月
【特許文献１９】特願２０００－０２２０７１ ２０００年１月
【特許文献２０】特願２０００－０２４１５０ ２０００年１月
【特許文献２１】米国特許第５，５７４，６３０号
【特許文献２２】米国特許第６，２４６，０１０号
【特許文献２３】米国特許第４，９０２，６１０号、１９９０年２月、Ｃ．シップリ
【特許文献２４】米国特許第５，３３６，８５５号、１９９４年９月、Ｊ．カーラートら
【特許文献２５】米国特許第５，４１８，６９０号、１９９５年５月、Ｒ．コンら
【特許文献２６】米国特許第５，７６８，１０９号、１９９８年６月、Ｊ．グーリックら
【特許文献２７】米国特許第５，８９１，８６９号、１９９９年４月、Ｓ．ロシウロら
【特許文献２８】米国特許第５，８９４，５１７号、１９９９年４月、Ｊ．ハチソンら
【特許文献２９】米国特許第６，０２３，２１１号、２０００年２月、Ｊ．ソメイ
【特許文献３０】米国特許第６，０７５，４２３号、２０００年６月、Ｇ．サンダース
【特許文献３１】米国特許第６，０８１，４３０号、２０００年６月、Ｇ．ラ・リュー
【特許文献３２】米国特許第６，１４６，２０２号、２０００年１１月、Ｓ．ラミーら
【特許文献３３】米国特許第６，２２２，７４０号、２００１年４月、Ｋ．ボベンシペン
ら
【特許文献３４】米国特許第６，４３１，９１４号、２００２年８月、Ｔ．ビルマン
【特許文献３５】米国特許第６，４９５，７７２号、２００２年１２月、Ｄ．アンストロ
ムら
【特許文献３６】米国特許出願番号第２００２／０１２５９６７号、２００２年９月、Ｒ
．ギャレットら
【特許文献３７】日本国公表公報第４０２５１５５号、１９９２年１月、Ｏ．タカシ
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【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】ＴＤＢ、１９７８年７月、マルチチップ冷却プレート ７４５－７４６
ページ
【非特許文献２】ＴＤＢ、１９８２年２月、チップの同時配置－マルチチップ・モジュー
ル ４６４７－４６４９ページ
【非特許文献３】ＴＤＢ、１９８７年１１月、高性能マルチチップ・モジュール ４３７
－４３９ページ
【非特許文献４】ＴＤＢ、１９９８年８月、マルチチップ・モジュールの低コスト、ハイ
パワー設計 ４５１－４５２ページ
【非特許文献５】ＴＤＢ、１９９３年９月、熱伝導基板搭載式マルチチップ・モジュール
・キャップ ６２３－６２４ページ
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　こうしたモジュールの動作特性を高めるために、二つ以上のチップのチップ基板上面へ
の追加が考慮されてきた。しかしながら、こうした追加チップの動作温度、特に間隔が密
接した方向性で配置された場合の動作温度から、特にチップを有する基板がＰＣＢに代表
されるような有機基板に取り付けられて結合される時、通常は、耐熱性基板材料であるセ
ラミックが必要となる。こうした例は、上記の非特許文献１～５であるＩＢＭ Ｔｅｃｈ
ｎｉｃａｌ Ｄｉｓｃｌｏｓｕｒｅ Ｐｕｌｌｅｔｉｎ（ＴＤＢ）において説明されている
。
【００１０】
　しかしながら、セラミックの使用は、多くの問題を提示し、その主なものの一つは取り
扱いである。セラミックは、製造及び輸送中に不適切に取り扱った場合、割れ及び欠けを
生じる可能性のある比較的脆い材料である。また、セラミックは、処理が比較的難しい材
料でもあり、特に、多数の動作要件を満たすために、絶縁材料及び相互接続用導電材料の
個別の層がいくつか必要になる多深度レベルでの処理が難しい。
【００１１】
　非セラミック材料のチップキャリアが提案されているが、これらは、通常、様々な欠点
を有する。例えば、上記特許文献２１では、三つのチップが、シリカ充填ポリテトラフル
オロエチレン（ＰＴＥＥ）を含む基板に取り付けられるが、反対側の望ましい接続部に接
続するために、キャリアの全厚を貫通する個別のバイアを必要とする。加えて、この構造
では、次に、特定の熱膨張率及びその他の特性を有するいくつかの層での複雑な「電源／
接地組立体」の利用が必要とされ、したがって、結果として、最終的な組立体は非常に高
価となり、構築が比較的困難なものとなる。
【００１２】
　二つ以上のチップを有する更に別の非セラミック基板の実施形態は、上記特許文献２２
において説明されている。残念なことに、この基板は、極めて薄い（１００μｍ未満、好
ましくは５０μｍ未満、更に「最も好ましくは」２０μｍ未満）半導体チップを必要とす
る。当然のことながら、こうした薄くしたチップは、より強力な現在のチップ（例えば、
特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）タイプに含まれるもの）に求められるような、更に高
い動作能力を提供することができない。通常、こうしたチップは、その他のタイプよりも
遙かに高い温度で動作する（例えば、ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＤＲＡＭ）
のタイプ）。
【００１３】
　本願の原出願である米国出願番号第１０／３５４，０００号では、取り付けられたチッ
プ又はモジュール（チップキャリア）のような二つ以上の構成要素の間に高速相互接続を
提供できるＰＣＢが定められている。このＰＣＢは、ＰＣＢ上に取り付けられ、ボードの
回路を通じて共に結合される電子モジュールのような電子構造に関する増大した動作要件
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に対応する目的で設計されている。このＰＣＢが対応する特定の増大要件の一つは、取り
付けられた構成要素間での高周波接続のニーズであり、この接続は、記載のように、基礎
を成すホストＰＣＢを通じて生じる。こうした接続は、信号劣化等の有害な影響を被り、
これは、こうした既知のＰＣＢ配線に内在する特性により発生するものである。例えば、
信号劣化は、ステップ変化に対する信号の反応の「上昇時間」又は「下降時間」のいずれ
かの観点で表現される。信号の劣化は、式（Ｚo＊Ｃ）／２により定量化可能であり、こ
こでＺoは伝送線の特性インピーダンスであり、Ｃはバイアのキャパシタンスの量である
。代表的な５０オームの伝送線インピーダンスを有する線では、４ピコファラッド（ｐｆ
）のキャパシタンスを有するメッキスルーホールバイアは、１００ピコセカンド（ｐｓ）
の上昇時間（又は下降時間）の劣化を意味することになり、一方、下で説明するように、
本発明の０．５ｐｆ埋設バイアには１２．５ｐｓの劣化が伴う。この差異は、２００ｐｓ
以上の信号遷移速度が伴う８００ＭＨｚ以上のシステム動作において、大きな意味がある
。
【００１４】
　本願の原出願である上記米国出願番号第１０／３５４，０００において定められるもの
より以前の通常の高性能ＰＣＢは、構成要素（特にチップ）間の接続における最大直流（
ＤＣ）抵抗により課せられる制限により、特定のポイントを超える配線密度を提供できな
かった。同様に、高速の信号では、長い線における「表皮効果」の損失を最小限にするた
めに、普通のＰＣＢ線よりも幅広の線が要求される。全てが幅広線であるＰＣＢを製造す
ることは実際的でなく、これは主に、結果として最終的なボードにおいて、過剰な厚さが
必要となるためである。こうした厚さの増大は、設計の観点から明らかに許容できない。
【００１５】
　様々なＰＣＢが、上記の特許文献２３～３７において説明されている。これらの文書の
内容は、参照により本明細書に組み込むものとする。
【００１６】
　本願の原出願である上記米国出願番号第１０／３５４，０００号におけるＰＣＢの固有
の特徴により、相対的に標準のＰＣＢ製造処理を利用して最終的な構造物を製造しつつ、
高周波接続を確保することが可能となる。この出願は、参照により本明細書に組み込むも
のであり、これにおいて、ＰＣＢの一部は、ＰＣＢ分野において知られる線及び間隔を含
むＰＣＢの残りの下部と比べて、相対的に幅広の線を利用する目的でのみ設けられる。
【００１７】
　こうした構造及び同様の構造、或いは、セラミック以外の材料、又は上で述べたような
以前の非セラミック材料の深刻な欠点を有しない材料の同様の基板で、二つ以上のチップ
（特にＡＳＩＣチップのような高温チップ）間で高速又はその他の効果的な結合を提供す
ることが可能であり、更に、前記チップをＰＣＢの回路と更に結合するために、その後、
通常のＰＣＢのような第二の基礎基板と電気的に結合させることが可能なものの使用は、
この技術における大きな利点になると考えられる。
【００１８】
　したがって、本発明の主要な目的は、この技術においてマルチチップ電子パッケージ（
又はモジュール）としても知られる、二つ以上のチップをその一部として含むチップキャ
リアの技術を強化することである。
【００１９】
　本発明の別の目的は、本発明の一つ以上のキャリアを上に取り付けることが可能な基礎
回路化基板（ＰＣＢ等）との効果的な電気結合を達成しつつ、上にあるチップとの間での
高速接続を確保する、こうしたパッケージを提供することである。
【００２０】
　本発明の更なる目的は、ＡＳＩＣタイプのもののような高温チップに関して、こうした
接続を提供することが可能できる、こうしたパッケージを提供することである。
【００２１】
　本発明の更に別の目的は、堅牢な構造の最終的な構造物を確保しつつ、費用効率に優れ
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た形で製造できる、こうしたパッケージを提供することである。
【００２２】
　更に、本発明の別の目的は、本発明のパッケージをその一部として利用したパッケージ
－基板組立体を提供することであり、したがって、この組立体は、本明細書で定義するマ
ルチチップキャリア固有の利点から恩恵を受ける。
【００２３】
　なお、本発明では、チップキャリアと、その一つの表面に取り付けられた複数のチップ
とを含む電子パッケージを製造することをも目的としているものであり、この方法では、
容易に、比較的安価な形で完了することが可能であるため、結果として最終的な完成品の
コストが削減される。
【課題を解決するための手段】
【００２４】
　以上の課題を解決するために、本発明の採った手段は、「マルチチップ電子パッケージ
であって、間隔を空けて内部に配置されてそれぞれの誘電材料層により分離された複数の
導電プレーンを含む有機積層チップキャリアにして、その第一の表面上の複数の電気接点
と、その第二の表面上の複数の導電体とを含み、前記電気接点の選択されたものが、前記
導電体の選択されたものと電気的に結合される、チップキャリアと、前記有機積層チップ
キャリアの前記第一の表面上に間隔を空けて配置され、前記導電体の前記選択されたもの
と結合されるように前記電気接点の選択されたものと電気的に結合される、複数の半導体
チップと、を備えたパッケージ」である。
【００２５】
　また、本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについ
て、「前記半導体チップの選択されたものが互いに電気的に結合されるように、前記電気
接点の選択されたものが、前記電気接点の他の選択されたものに電気的に接続されること
」である。
【００２６】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記複数の半導体チップが、前記有機積層チップキャリアの前記第一の表面上で、ほぼ同
一平面を成す方向に配位される」ことである。
【００２７】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記複数の半導体チップが、前記有機積層チップキャリアの前記第一の表面に対して、そ
れぞれほぼ垂直に配位される」ことである。
【００２８】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記複数の半導体チップが、互いにほぼ平行である」ことである。
【００２９】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記有機積層チップキャリアの前記第一の表面上に位置し、前記複数の半導体チップをほ
ぼ取り囲む多量のカプセル材料を更に含む」ことである。
【００３０】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記複数の半導体チップを熱的接触状態でほぼ覆って配置される熱吸収カバー部材を更に
含む」ことである。
【００３１】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記有機積層チップキャリアの前記第一の表面上に配置され、前記複数の半導体チップの
周りに間隔を空けて配置される補強部材を更に含む」ことである。
【００３２】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
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前記複数の半導体チップを覆って配置され、前記半導体チップによりその動作中に生成さ
れる熱を除去する熱吸収部材を更に含む」ことである。
【００３３】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記複数の半導体チップを覆って配置される熱吸収カバー部材を更に含み、前記熱吸収部
材が、前記熱吸収カバー部材上に配置される」ことである。
【００３４】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記有機積層チップキャリアが、その内部の熱伝導部材と、前記有機積層チップキャリア
の前記第一の表面上で前記複数の半導体チップを前記電気接点に結合させる複数の半田要
素とを含み、前記熱伝導層が、前記電気接点上の前記半田要素により形成される前記電気
結合の障害を十分に防止するために、選択された厚さと熱膨張率とを有する」ことである
。
【００３５】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記熱伝導部材が、銅の第一の層と、鉄合金の第二の層と、銅の第三の層とを備える」こ
とである。
【００３６】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記有機積層チップキャリアが、少なくとも一つの誘電層と少なくとも一つの導電プレー
ンを含み、前記導電プレーンが第一の周波数で信号を通すことが可能な信号線を含む第一
の多層部分と、前記第一の多層部分に接合され、前記複数の半導体チップを結合させるこ
とに適応した第二の多層部分とを含み、前記第二の多層部分が、少なくとも一つの誘電層
と少なくとも一つの導電信号プレーンとを含み、前記第二の多層部分の前記導電信号プレ
ーンが、前記第一の周波数よりも高い周波数で信号を通すことが可能な信号線を含み、こ
れにより、前記複数の半導体デバイス間の高速接続を提供する」ことである。
【００３７】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記第二の多層部分が、導電プレーンと、前記導電プレーンの両側の第一及び第二の誘電
層とを含み、導電信号プレーンの数が２であり、各導電信号プレーンが、信号を通すこと
が可能で、前記導電プレーンと向かい合う前記第一及び第二の誘電層のそれぞれの一つに
配置されている前記信号線を含む」ことである。
【００３８】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記第二の多層部分が、前記第一の誘電層上の前記導電信号プレーンの少なくとも一つの
信号線を、前記第二の誘電層上の前記導電信号プレーンの少なくとも一つの前記信号線と
相互接続する導電スルーホールを更に含む」ことである。
【００３９】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージについて、「
前記有機積層チップキャリアが、その中に内部コンデンサを含む」ことである。
【００４０】
　さらに、上記課題を解決するために、本発明の別の実施形態の採った手段は、「マルチ
チップ電子パッケージ組立体であって、複数の導電部材をその上に含む回路化基板と、内
部に間隔を空けて配置され、それぞれの誘電材料層により分離された複数の導電プレーン
を含む有機積層チップキャリアにして、その第一の表面上の複数の電気接点と、その第二
の表面上の複数の導電体とを含み、前記電気接点の選択されたものが前記導電体の選択さ
れたものと電気的に結合される、チップキャリアと、前記有機積層チップキャリアの前記
第一の表面上に間隔を空けて配置され、前記導電体の前記選択されたものと結合されるよ
うに前記電気接点の選択されたものと電気的に結合される、複数の半導体チップと、前記
有機積層チップキャリアの前記第二の表面上の前記導電体の前記選択されたものを、前記
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回路化基板上の前記導電部材のそれぞれのものに電気的に接続する複数の導電要素と、を
含む組立体」である。
【００４１】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージ組立体につい
て、「前記回路化基板が、プリント基板である」ことである。
【００４２】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージ組立体につい
て、「前記複数の導電要素が、複数の半田部材を含む」ことである。
【００４３】
　本発明の別の実施形態の採った手段は、上記マルチチップ電子パッケージ組立体につい
て、「前記複数の半導体チップを、前記積層チップキャリアの前記第一の表面上の前記複
数の電気接点のそれぞれのものと電気的に結合させる第一の複数の半田部材を更に含む」
ことである。
【００４４】
　本発明の一態様によれば、内部に間隔を空けて配置され、それぞれの誘電材料層により
分離された複数の導電プレーンを含む、有機積層チップキャリアを備えた、マルチチップ
電子パッケージが提供され、このチップキャリアは、その第一の表面上に複数の電気接点
を含み、その第二の表面上に複数の導電体を含み、この電気接点の選択された一つは、導
電体の選択された一つと電気的に結合され、複数の半導体チップが前記有機積層チップキ
ャリアの第一の表面上に間隔を空けて配置され、電気接点の選択された一つと電気的に結
合され、導電体の選択された一つと結合されるようになる。
【００４５】
　本発明の別の態様によれば、マルチチップパッケージを製造する方法が提供され、この
方法は、第一及び第二の表面を有し、更に、内部に間隔を空けて配置され、それぞれの誘
電材料層により分離された複数の導電プレーンを含む、有機積層チップキャリアを提供す
ることと、有機積層チップキャリアの第一の表面上に複数の電気接点を提供することと、
有機積層チップキャリアの第二の表面上に複数の導電体を提供し、この電気接点の選択さ
れた一つが、導電体の選択された一つと電気的に結合されることと、複数の半導体チップ
を有機積層チップキャリアの第一の表面上に間隔を空けて配置し、複数の半導体チップを
電気接点の選択された一つと電気的に結合し、複数の半導体チップが、積層チップキャリ
アの第二の表面上の導電体の選択された一つと電気的に結合されるようにすることとをス
テップとして含む。
【００４６】
　本発明の第三の態様によれば、電子パッケージ組立体が提供され、これは複数の導電部
材を上に含む回路化基板と、内部に間隔を空けて配置され、それぞれの誘電材料層により
分離された複数の導電プレーンを含む有機積層チップキャリアで、その第一の表面上に複
数の電気接点を含み、その第二の表面上に複数の導電体を含み、この電気接点の選択され
た一つが、導電体の選択された一つと電気的に結合され、複数の半導体チップが有機積層
チップキャリアの第一の表面上に間隔を空けて配置され、電気接点の選択された一つと電
気的に結合され、導電体の選択された一つと結合されるようになるチップキャリアと、有
機積層チップキャリアの第二の表面上の複数の導電体の選択された一つを、回路化基板上
の導電部材のそれぞれの一つと電気的に接続する複数の導電要素とを含む。
【発明の効果】
【００４７】
　したがって、本発明によれば、この技術においてマルチチップ電子パッケージ（又はモ
ジュール）としても知られる、二つ以上のチップをその一部として含むチップキャリアの
技術を強化することができる。
【００４８】
　また、本発明によれば、本発明の一つ以上のキャリアを上に取り付けることが可能な基
礎回路化基板（ＰＣＢ等）との効果的な電気結合を達成しつつ、上にあるチップとの間で
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の高速接続を確保する、こうしたパッケージを提供することができる。
【００４９】
　さらに、本発明によれば、ＡＳＩＣタイプのもののような高温チップに関して、こうし
た接続をすることができ、こうしたパッケージを提供することができる。更には、堅牢な
構造の最終的な構造物を確保しつつ、費用効率に優れた形で製造でき、こうしたパッケー
ジを提供することができる。
【００５０】
　更に、本発明によれば、本発明のパッケージをその一部として利用した、パッケージ－
基板組立体を提供することができ、この組立体は、本明細書で定義するマルチチップキャ
リア固有の利点から恩恵を受けることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５１】
　本発明を他の更なる目的、利点、及び機能と共により一層理解するために、以下の開示
及び前記特許請求の範囲を、添付図面と共に参照する。同様の符号は、それぞれの図で同
様の要素を示すために使用されると理解されたい。
【００５２】
　上で述べたように、「高速」という用語は、本明細書での使用において、高周波の信号
を意味する。本明細書で定義され、本明細書で教示される方法を使用して製造されるよう
な多層チップキャリア及び回路化基板（ＰＣＢ等）に関して達成可能な信号周波数の例は
、毎秒のギガバイト（ＧＰＳ）で約３．０乃至約１０．０の範囲内のものを含む。しかし
ながら、これより高いものを含め、この範囲外の周波数も達成可能であることから、こう
した例では、本発明を制限することを意図するものではない。以下から更に理解されるよ
うに、ここで製造されるキャリアは、少なくとも二つの別個の多層部分（部分組立体）で
形成される場合があり、これらは、互いに接合される前に、それ自体が形成される。少な
くとも、こうした別個の部分のそれぞれは、少なくとも一つの誘電層と少なくとも一つの
導電層とを含むことになり、最も可能性の高い実施形態では、その一部として、それぞれ
の層がいくつか含まれる。下に提示する例は、それだけのもの（単なる例）に過ぎず、表
示及び説明される層の数は、本発明の範囲を制限することを意味するものではない。
【００５３】
　ここで定義する製品は、特に、「情報処理システム」と呼ぶことが可能なものにおいて
使用される。「情報処理システム」という用語は、ここでの使用において、ビジネス、科
学、制御、又はその他の目的で、任意の形態の情報、知能、又はデータを、計算、分類、
処理、送信、受信、検索、作成、切り換え、保存、表示、具現化、測定、検出、記録、再
生、取り扱い、又は利用することを主眼として設計された任意の機器又は機器の集合を意
味するものとする。こうした例には、パーソナルコンピュータと、サーバ、メインフレー
ム、その他の大型プロセッサとが含まれる。一例は、サーバとして、図５に表示されてお
り、これは少なくとも一つのマルチチップパッケージと、このパッケージが上に取り付け
られた回路化基板とを、サーバのハウジング内部に含むと理解される。
【００５４】
　図１では、本発明の一実施形態によるマルチチップ電子パッケージ１が表示されており
、このパッケージ１は、有機積層チップキャリア２と、このキャリア２の上に位置する複
数の半導体チップ３とを備える。有機積層チップキャリア２は、キャリア２内部で間隔を
空けて配置され、それぞれの誘電材料層５により分離された、複数の導電プレーン４を含
む。キャリア２は、更に、キャリア２上面に複数の電気接点６（一つを表示）を含み、各
接点は、次にそれぞれの導電部材（例えば、半田球７）と電気的に結合されるように設計
され、これは、次に、この接点をチップ３の下面の対応する接触部位（表示なし）に結合
させる。
【００５５】
　こうしたチップ部位は、広く知られており、詳細な説明は必要ないと考えられる。チッ
プ３のそれぞれは、キャリア２の内部回路を通じて、導電体８（一つのみ表示）のそれぞ
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れの一つと結合され、これは次に、多層ＰＣＢを主な例とする基礎回路化基板１０のそれ
ぞれの接触部位（表示なし）に電気的に結合された状態にすること（つまり複数の半田球
９を利用すること）が可能である。チップ３は、キャリア２の上面の回路と、おそらくは
キャリア２内のその一部とを使用して、最終的な製品の動作要件に応じて、互いに電気的
に結合させることができる。図１において更に確認できるように、個々の接点６は、それ
ぞれの導電体８に、キャリア２最上部からその全厚を通じて延びるメッキスルーホールの
ような直線（ここでは垂直）接続部により、直接的に結合する必要はない。
【００５６】
　図１において、両チップ３は、キャリア２の上面で、ほぼ同一平面を成す方向性で位置
し、互いに間隔を空けている。一例において、各チップ３は、それぞれ１０×２．５４ｃ
ｍ／１０００（ミル）及び２０×２．５４ｃｍ／１０００（ミル）の長さ及び幅寸法を有
する場合があり、約１，０００乃至約３，０００の範囲の数を有する複数の半田球７を使
用して、キャリア２に結合される場合がある。本発明は、こうした寸法又は数に限定され
ず、その他のものも本発明において容易に許容できると理解される。
【００５７】
　好適な実施形態において、キャリア２は、上部高速部１１と、信号が低い周波数で通過
する下部１２とを含む。この特定の構造の更に具体的な例については、下で定義される。
キャリア２の誘電材料は、様々な既知のＰＣＢ誘電材料から選択することが可能であり、
これは、既知のファイバガラス補強されたエポキシ樹脂、Ｄｒｉｃｌａｄ（本発明の譲受
人の米国登録商標）、ＰＴＥＥ、Ｎｅｌｃｏ ６０００ＳＩ、Ｒｏｇｅｒｓ ４３００、Ｐ
ｏｌｙｃｌａｄ ＬＤ６２１（下記参照）、及びその他を含む。しかしながら、必ずしも
、ＰＴＥＥを含む必要はない。更に、キャリア２が、その内部に熱伝導部材１３を含む場
合もあると考えられる。これが利用される場合、熱伝導部材１３は、半田球７及び９によ
り提供される半田接続の障害を十分に防止するように選択された厚さ及び熱膨張率を有す
る材料を含むことができる。
【００５８】
　熱伝導部材１３は、ニッケル、銅、モリブデン、又は鉄を含む適切な金属にすることが
できる。好ましくは、熱伝導層も、接地プレーンとして機能する。好適な熱伝導部材（ゼ
ロに近い熱膨張率を有する）は、三層構造で、銅の第一の層と、約３４％乃至約３８％ニ
ッケル（好ましくは、約３６％ニッケル）及び約６２％乃至約６６％鉄（好ましくは、約
６３％鉄）の合金の第二の層と、銅の第三の層とを備える。
【００５９】
　熱伝導部材１３の全体の熱膨張率は、約４乃至約８ｐｐｍ／℃である。好ましくは、熱
伝導層の厚さの約７２％乃至約８０％は、ニッケル鉄合金であり、熱伝導層の厚さの約２
０％乃至約２８％は、銅である。適切な３６％ニッケル－６３％鉄合金は、Ｔｅｘａｓ 
Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ（マサチューセッツ州アトルボロ）
から入手できる。代わりに、熱伝導部材は、約３６％ニッケル－約６３％鉄合金のような
単一の金属合金のみで形成できる。
【００６０】
　熱伝導部材１３の厚さは、好ましくは、約１×２．５４ｃｍ／１０００（ミル）乃至約
３×２．５４ｃｍ／１０００（ミル）である。この部材に関する厚さ及び材料の選択は、
この部材の熱膨張率を決定することになり、重要な点として、本明細書で定義する他の要
素と組み合わせて使用する時、多層チップキャリア２の熱膨張率を制御するのに使用する
ことができる。多層相互接続構造全体の熱膨張率が約１０乃至約１２ｐｐｍ／℃の値に制
御される時には、大きな利点が達成される。パッケージ１の動作中に（回路化基板での組
立時及び現場作業において）、半田接続部の歪み制御が達成され、局部的な高歪み領域が
回避され、これは、二つ以上のチップ３が使用され、互いに極めて接近する場合に重要な
特徴となる。熱膨張率が約２乃至３ｐｐｍ／℃の半導体チップ１２と約１７乃至２０ｐｐ
ｍ／℃の回路化基板との間での全体的な歪みは、これにより、その大きさが大幅に低減さ
れる。この部材の更なる説明は、米国特許第６，３５１，３９３号において提示されてお
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り、これは参照により本明細書に組み込むものとする。
【００６１】
　チップキャリア２は、同じく参照により本明細書に組み込む米国特許第６，３７０，０
１２号において説明されるような、内部コンデンサ構造をその中に更に含む。その中で定
義されるように、このコンデンサ構造は、ＰＣＢのような基礎基板上に配置されるように
設計されたチップキャリア２その他において使用するのに適した並列コンデンサである。
第６，３７０，０１２号の構造において、コンデンサは、好ましくは、少なくとも一つの
内部導電層と、この内部導電体の反対側に追加される二つの追加導電体層と、第二の導電
体層の外面にある無機誘電材料（好ましくは、酸化物層）とを含む。代わりに、第二の導
電層に適用したチタン酸バリウムのような適切な誘電材料を利用することができる。更に
、この引用特許のコンデンサは、無機誘電材料の最上部に外部導電層を含み、これにより
、内部及び追加導電層と外部導電体との間で、並列コンデンサを形成する。詳細な説明は
、第６，３７０，０１２号に記載される。
【００６２】
　図２において、図１のパッケージ１は、多量のカプセル材料１４（仮想表示）を更に含
めて表示されており、これは、キャリア２の上面に位置し、下の半田球接続部７を含め、
半導体チップ３をほぼ取り囲む。カプセル材料は、パッケージング技術において知られて
おり、詳細な説明は必要ないと考えられる。適切な例は、上に引用した一つ以上の文書に
おいて確認できる。図２のパッケージ１は、更に、成形されたカプセル材料の最上部に位
置し、半導体チップ３の上面と熱的接触した状態の熱吸収カバー部材１５（同じく仮想表
示）を含めて表示されている。部材１５は、これにより、動作中にチップ３からの熱の除
去を促進する役割を果たす。一例において、カバー部材１５は、好ましくは、銅製だが、
アルミニウム又はその他の適切な熱伝導材料にしてもよい。
【００６３】
　図３において、パッケージ１１は、キャリア２上面の最上部に位置し、間隔を空けて配
置されるチップ３を実質的に取り囲み、これらから更に間隔を空けている補強部材１６（
仮想表示）を含むものとして表示されている。この補強部材は、更に、その上面に位置す
る熱吸収カバー部材１７（仮想表示）と、その上に位置する仮想表示の熱吸収部材１８と
を含む。補強体１６は、好ましくはステンレス鋼材料であり、一方、熱吸収カバー部材１
７は、好ましくは銅又はアルミニウムであり、熱吸収部材１８は、好ましくはアルミニウ
ムであり、図３に示すように複数の上向きの突起部を含む。熱吸収カバー部材１７は、チ
ップ３からの熱を受け取り、次に、この熱を更に大きな熱吸収部材１８へと通過させ、こ
れにより、動作中のパッケージ１１からの熱の除去を促進するように設計される。
【００６４】
　上の熱吸収構成要素は、上で説明したように、ＡＳＩＣタイプのもののような強力なチ
ップ３により生成される比較的高い熱を効果的に除去する役割を果たす。内部熱伝導部材
の追加的な使用により、チップ３及びキャリア２の間と、利用される場合にはキャリア２
及び基礎基板の間との両方で形成される、比較的壊れやすい半田接続部に障害を与えない
、或いは損傷を発生させない、効果的に動作する製品が更に確保される。
【００６５】
　図４には、本発明による電子パッケージ１’の代替実施形態が表示される。パッケージ
１’は、上で説明したものと同様のキャリア２を含み、好ましくは、半田要素９その他を
利用して、キャリア２を基礎基板１０に結合させている。しかしながら、パッケージ１’
は、ほぼ垂直の方向性を有するチップ３’の利用において、図１乃至４のパッケージ１と
は異なっており、これらは、好ましくは、それぞれの半田球７’により、キャリア２上面
のそれぞれの接点６に電気的に結合されている。チップ３’は、更に、好ましくは、互い
にほぼ平行の方向性を有し、理解されるように、図を見る者の視点ではページ奥へ延びる
幅（又は長さ）寸法を有する。こうしたチップは、半田球７’を使用した接続が発生可能
となるように、その外部（下部）エッジへと延びる適切な回路と共に、図１のものと同様
の表面接触部位を含むことができる。チップキャリア２は、図１乃至４のものと同じく、
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上で説明したような内部熱伝導部材（表示なし）及び又はコンデンサ（表示なし）を更に
含んでもよい。
【００６６】
　図４の実施形態は、図２に示すようなカプセル材料及び熱吸収カバー部材を含んでもよ
く、或いは代わりに、図３に示すような補強体、熱吸収カバー、及び熱吸収部材を更に含
んでもよい。したがって詳細な説明は、必要ないと考えられる。
【００６７】
　図５には、本発明を利用することが可能な情報処理システム１９が表示されている。例
えば、システム１９は、サーバ（表示あり）、パーソナルコンピュータ、メインフレーム
、又はこの技術において知られている同様の情報処理システムにすることができる。情報
処理システムの技術においては、こうした構造が、回路基板及びその一部としてのその他
のパッケージを含むことが広く知られている。本発明において、システム１９は、マルチ
チップ電子パッケージ１（仮想表示）を上に有する回路化基板１０（同じく仮想表示）を
含めて表示されている。基板１０とパッケージ１との位置関係は、表示の方向性に対して
ほぼ垂直なものを含め、この組立体をシステム１９内の他の場所に配置することも可能で
あることから、例示の目的のみを有する。更に、こうしたいくつかの組立体を、このよう
なシステムにおいて、その動作要件に応じて利用してもよい。このシステムが、コンピュ
ータ、サーバ、メインフレーム、又はその他である場合、これは中央演算処理装置（ＣＰ
Ｕ）と、一つ以上の入出力（Ｉ／Ｏ）デバイスと、一つ以上のランダムアクセスストレー
ジデバイスとを含むことになる。更に、キーボードと、マウスと、ディスプレイと、プリ
ンタと、スピーカと、モデムとを含め、機能的に共に動作可能な様々な周辺機器を含んで
もよい。これらの構成要素は、その内部での位置、或いは、コンピュータ、サーバ、メイ
ンフレーム、その他との動作的な関係を含め、この技術において広く知られており、詳細
な説明は必要ないと思われる。
【００６８】
　図６及び７では、多層部分２０及び２０’の二種類の実施形態が、それぞれ表示されて
おり、これらは、他の多層部分に接合される時、本発明の一実施形態によるチップキャリ
ア２を形成する。したがって、部分２０及び２０’は、本明細書では、第二の部分として
定義され、もう一方の部分は、第一の（又はベース）部分と呼ばれることになる。本発明
の広範な態様によれば、少なくとも一つの第二の部分は、少なくとも一つの第一の部分に
接合され、この第二の部分は、最終的なキャリア製品のほぼ外側の部分に沿って存在する
ようになると理解される。更に、一つ以上のこうした第二の部分を、ベースとなる第一の
部分に対して接合することが可能であり、これは図８乃至１１に示すように、その両側に
接合することを含むと理解される。最も重要な点として、ここで定義される第二の部分は
、第二の部分に取り付けられる（例えば、半田付けされる）及び又は他の方法でそれに電
気的に結合される、半導体チップ３の間での高周波（高速）接続を提供するために特に設
計されている。重要な点として、第一又はベース部分には、必ずしもこうした機能は求め
られず、代わりに、現在の殆どのＰＣＢにとって普通の方法で形成することが可能であり
、その多くは前記の文書において説明されるものである。したがって、本発明により、既
知のＰＣＢ製造手法を利用して、大幅に能力が増加したチップキャリアを結果的に製造す
ることが可能であり、それに固定したチップは、以前に達成可能なものより高速で接続で
きるようになる。急速に拡大するパッケージング技術においては、主に、これに対応する
こうした構成要素での要件の増加から、こうした接続は不可欠であると考えられる。した
がって、ここで定義する本発明は、この技術に大きな利点を提供する。
【００６９】
　図６では、多層部分２０が、中央導電プレーン２１を含めて表示されており、好適な実
施形態において、これは電源プレーンとしての役割を果たす。プレーン２１は、二つの誘
電材料２３の層に囲まれており、図面では、プレーン２１に対する両層の接合（積層化）
から、一つの連続的な構造として表示されている。誘電材料２３の外部表面には、追加の
導電プレーン２５及び２７が配置され、好適な実施形態において、これらは一連の信号線
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を備える。したがって、部分２０は、単純に２Ｓ１Ｐ構造と呼ぶことが可能であり、これ
は二つの信号プレーンと一つの電源プレーンとを備えることを意味する。導電スルーホー
ル２９は、上部信号プレーン２５を下部プレーン２７に接続するために更に設けられる。
好適な実施形態において、この導電スルーホールは、メッキスルーホール（ＰＴＨ）であ
り、既知の技術を使用して作成される。部分２０の形成は、既知のＰＣＢ手順を使用して
達成され、これは前記の誘電層の積層化と、外部信号プレーンの蒸着（メッキ等）とを含
む。したがって、詳細な説明は、必要ないと考えられる。
【００７０】
　前述のように、部分２０は、最終的なキャリアを形成するために他の多層部分と組み合
わせて部分２０が形成される時、それに結合されるチップ３の間での高速（高周波）接続
を提供するために設計される。したがって、こうした高速接続を提供するために、部分２
０（及び２０’）の個々の信号線は、好ましくは、約０．００５×２．５４ｃｍ（インチ
）乃至約０．０１０×２．５４ｃｍ（インチ）の幅と、０．００１０乃至約０．００２０
×２．５４ｃｍ（インチ）の厚さとを有する。対応する誘電層はそれぞれ、約０．００８
×２．５４ｃｍ（インチ）乃至約０．０１０×２．５４ｃｍ（インチ）の厚さを有する。
プレーン２１、２５、及び２７の材料は、好ましくは銅だが、その他の導電材料も可能で
ある。好適な誘電材料２３は、低損失誘電体であり、一例はＰｏｌｙｃｌａｄ ＬＤ６２
１で、ニューハンプシャ州ウェストフランクリン所在のＣｏｏｋｓｏｎ Ｅｌｅｃｔｒｏ
ｎｉｃｓから入手できる。その他の材料には、ニューヨーク州ニューバーグ所在のＰａｒ
ｋ Ｎｅｌｃｏから入手可能なＮｅｌｃｏ ６０００ＳＩと、コネチカット州ロジャーズ所
在のＲｏｇｅｒｓ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから入手可能なＲｏｇｅｒｓ ４３００が含ま
れる。こうした材料は、低い誘電定数及び損失係数を有し、この構造に最適な動作性能を
提供する。０．０１以下、好ましくは０．００５未満の誘電損失を有するその他の材料も
、部分２０及び２０’の両方に使用するのに適していると思われる。ここでも、この誘電
材料は、ＰＴＥＥにする必要はない。
【００７１】
　上の厚さと定義した材料とは、本発明の範囲を制限することを意図したものではなく、
ここで教示する望ましい結果が達成される限り、その他のものも可能であると理解される
。更に、この構造の第二の部分は、上で定義した熱伝導部材及び又は内部コンデンサ構造
を内部に含むことができると理解される。一例においては、上で述べた厚さ、幅、及び材
料を使用することで、約３乃至約１０ＧＰＳの範囲内の信号周波数で信号を送ることが可
能な第二の部分２０（及び２０’）を提供することが可能となった。上の一つ以上の材料
、パラメータ、その他に対する比較的小さな改良により、１２ＧＰＳ等、更に高い周波数
も可能となるため、これも本発明を制限することを意図したものではない。定義された部
分２０全体で結果的に生じる厚さは、一実施形態によれば、約０．１４０×２．５４ｃｍ
（インチ）である。
【００７２】
　必須の要件ではないが、上で述べた導電プレーンの幅及び厚さは、通常、部分２０及び
２０’が接合されるベース又は第一の多層部分でのものよりも大きくなる。つまり、ベー
ス部分は、通常、その中で使用される導電プレーン及び誘電体に関して、より小さな厚さ
及び幅寸法を含み、こうした幅、厚さ、及び材料は、今日使用される既知のＰＣＢ構造を
代表するものである。しがたって、詳細な説明の必要はないことになる。
【００７３】
　図８は、第二の部分２０が二つ利用されたチップキャリア３０の実施形態を例示してお
り、これらの部分のそれぞれは、共通の第一の多層部分３１の両側に位置している。第一
の部分３１は、簡略化の目的から、外部導電層３３及び３５を含む単一の誘電層として例
示されている。一実施形態において、層３３及び３５は、最終的な基板３０の動作要件に
応じて、電源又は接地プレーンとなる。好適な実施形態において、部分３１は、混合信号
及び接地及び又は電源機能を有するいくつかの（例えば、２０の）導電プレーンと、対応
する複数の（例えば、１９の）誘電層とを含む。最も単純な形態において、部分３１（及
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び図９乃至１１の３１’）は、第一の周波数で信号を通す少なくとも一つの信号プレーン
を含む。以前に指摘したように、第一の多層部分３１で使用される導電プレーン及び誘電
層は、通常、両方とも従来のＰＣＢにおいて利用されるものである。そのため、一例にお
いて、部分３１は、約０．００３×２．５４ｃｍ（インチ）乃至約０．０１０×２．５４
ｃｍ（インチ）の幅と、対応する０．０００５×２．５４ｃｍ（インチ）の厚さとを有す
る、導電信号線を含む場合がある。誘電層はそれぞれ、約０．０１０×２．５４ｃｍ（イ
ンチ）の初期厚さを含む。第一の部分３１は、こうした多層構造のものであり、いくつか
の導電誘電層を接合して第一の部分３１を形成するように積層化されている。加えて、第
二の部分２０は、同様に、上で説明したように別個の多層部分組立体として形成される。
次のステップでは、誘電層４１（例えば、従来のプリプレグ又は熱可塑性材料）が、中間
の第一の部分３１の両側に追加され、別の誘電層４３が、部分２０の最外部の表面それぞ
れに追加される。この構造は、次に、標準的な積層化処理を使用して積層化され、単一の
多層有機チップキャリアが形成される。前記及び本明細書内で説明される構造特性から、
第二の部分２０及び２０’の信号プレーンの少なくとも一部は、従来型である第一の部分
３１及び３１’の信号線の少なくとも一部よりも高周波の信号伝達を提供することになる
。好適な実施形態において、外側部分の全ての信号線は、接合される第一の部分の信号層
と比較して、こうした優れた性能を有する。
【００７４】
　各部分２０の一つ以上の外部導電プレーンにアクセスするために、外部誘電層４３内部
には開口部４５が設けられる。これは、好ましくは、この技術で知られるレーザ又は写真
印画工程により行われる。誘電材料の除去に続いて、外部導電層５１が、誘電層の開口部
の内部を含め、図８の構造の両側に追加される。この時点で、部分２０の信号線に結合さ
れる構成要素の接続が、キャリア３０上に提供され、次にこうした信号線により、例えば
図８では図を見る者の左側となる場所において同じ部分２０の回路に更に結合される第二
のチップ（図８には表示なし）に対して、こうした信号線を通じた高速信号伝達が、各部
分２０の上面及び下面でのものを含め、確保されることになる。こうした接続は、図８に
示すような導電材料５１の開口部を通じて更に提供されることになる。
【００７５】
　図８では、キャリアがＰＣＢ１０と結合するための改良された下面又はその他の手段（
つまり図１）を含む場合、二つ以上の半導体チップを、キャリア３０の両側それぞれに取
り付け、高周波信号により共に結合させることが可能であると理解される。したがって、
本発明のキャリアは、その両側の表面に高速チップを独自の形で結合させ、この技術でこ
れまでに知られるのものより遙かに優れた動作性能を有する完成チップキャリア組立体を
確保することができる（しかしながら、代表的な実施形態において、キャリア３０は、一
つの上部高速部分と一つの低速部分とのみを含みことになり、後者は図１に示すように底
部導電体８を含む）。
【００７６】
　追加的な結合として、別の誘電材料５５の層を更に追加し、導電プレーン５１をカバー
することが可能であり、この場合、開口部４５内の導電材料５１との接続は、図８の同様
の開口部及び導電材料６１により達成され、キャリア３０の片側にあるチップと電気的に
結合されることになる。メッキスルーホール（ＰＴＨ）７１は、図８の右側に例示される
ように、キャリア３０の全厚を通じて延びるように利用することができる。こうしたスル
ーホールは、従来の手法を使用して形成することが可能であり、その表面には、導電材料
（例えば銅）の薄いメッキ層等が含まれることになる。このスルーホールは、導電ピン又
はその他のような追加構成要素が望ましい場合には、これを受け入れるために使用しても
よい。ＰＴＨ７１は、一つ以上の構成要素を、キャリアのベース又は第一の部分３１の中
の内部導電プレーンに結合させることもできる。
【００７７】
　図８では、導電材料６１に（或いは、材料６１が利用されない場合には、代わりに、材
料５１に直接）結合された状態で表示される単一の半導体チップが、数字７７により表さ
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れ、接続する半田球が、（図１における７ではなく）数字７９により表される。代わりに
、こうした接続は、材料６１に熱接合等により接続されることになる突出する金属リード
（ワイヤボンド等）により提供することもできる。
【００７８】
　図７に戻ると、部分２０’は、図６の部分２０のものと同様の構成要素を含んでいるが
、本明細書の内容を使用して多層キャリアを形成するための代替実施形態を表している。
部分２０’は、その一部として、内部に２Ｓ１Ｐ部分２０を含んでいる。誘電層８１は、
部分２０の両側に追加されており、その後これに続いて、導電層８３が、例えばメッキに
より、加えられている。導電層８３は、好ましくは、接地又は電源プレーンであり、表示
のようにメッキスルーホール８５により共に結合されている。部分２０と同じように、い
くつかのこうしたスルーホールが、第二の部分において利用され、こうした接続を提供す
る。図６及び７の両方では、例示の目的から、一つのみが表示されている。誘電層８１は
、好ましくは、部分２０で使用される低損失誘電層と同様の材料のものである。部分２０
’のこれらの層は、部分２０と同様に、従来の積層化処理を使用して組み立てられる。
【００７９】
　図９では、二つの第二の部分２０’が、共通する中間の多層の第一の部分３１に接合さ
れて表示されており、一実施形態では、上で述べたように、第一の部分３１は、個別の誘
電層（表示なし）に対応する数だけ接合された、いくつかの内部導電プレーン（同じく表
示なし）を含む。したがって、図７の実施形態は、最終的な接合工程中に必要となる積層
化ステップが少ないことから、最終的なキャリア（図９の３０’）を製造する、より単純
な手段を意味している。つまり、図９に示す形成済みの三つの多層構造体２０’及び３１
’を積層化するだけでよい。ここでも、注意すべき点として、たいていの場合は、一つの
みの外部部分２０’ が、本明細書の内容による、基礎となる従来の部分３１’に接合さ
れることになる。積層化の完了に続いて、外部誘電層５５’を、図８の開口部４５と導電
材料５１とを提供するために定義したものと同様の手法を使用して、この構造体とその内
部に設けられる導電開口部５１’とに追加することができる。メッキスルーホール８５は
、材料５１’に接合した任意のチップを、必要に応じて、部分２０’の最上層及び又は最
下層に結合させることになる。キャリア３０’の最外面を結合するために、図８のスルー
ホール７１と同様に、共通スルーホール７１’が設けられる。こうしたスルーホールは、
好ましくは、図８のものと同様のメッキ導電材料７３’を含む。
【００８０】
　更に重要な点として、スルーホール７１及び７１’は、一つ以上のチップを、それぞれ
第一の多層部分３０及び３１’の内部配線に電気的に接続することが可能であり、これに
より、こうした構成要素と中間構造体との間には、直接的な電気接続が提供される。した
がって、ここで定義するキャリアは、キャリアの片側のチップ間の結合を、こうした同じ
チップとキャリアの全体的な構造のベース又は第一の部分の内部導電プレーンとの結合に
加えて確保する、独自の性能を提供することができる。こうした二重結合は、結果として
、これまで知られている製品に比べ優れた動作性能を有する最終的なキャリア製品をもた
らすため、本発明の重要な態様を表している。
【００８１】
　図１０及び１１では、本発明において使用することが可能な二種類の代替キャリア実施
形態３０’’及び３０’’’が、それぞれ表示されている。図１０のキャリア３０’’の
構造は、図９に示すものと同様で、キャリアの外面から部分２０’の導電プレーンの一つ
に延びる導電スルーホール９１が追加されている。したがって、上で定義した追加的な電
子構成要素の結合に加えて、ピン留め構成要素（つまり、図１０及び１１に示すピン９３
）の結合が更に可能となる。図１１の実施形態では、部分３１’（及び、使用する場合は
、下側部分２０’）を貫いて、延長開口部９５が設けられる。開口部９５を設ける理由は
、挿入ピン９３のための適切なクリアランスを設けるためである。開口部９５は、最終的
な積層化の前に、３１’及び２０’（使用する場合）において予備形成（穴あけ）するこ
とが可能であり、ＰＴＨの未使用部分を除去するための従来の方法である「バックドリル
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」とは対照的である。バックドリルは、銅のＰＴＨ層の一部を除去する。これは、高速信
号を取り扱う際にＰＴＨの容量効果を減少させる。バックドリルは、コストがかかり、実
行が難しい。この構造は、バックドリルの必要性を打ち消して、同じ効果を達成する。
【００８２】
　図１２及び１３は、本発明のキャリアにおいて使用できる第二の部分２０’’の別の実
施形態を表す。理解されるように、図１３は、図１２の線８－８に沿って得られた断面図
であり、部分２０’’の上面における導電体のそれぞれの幅の一実施形態を例示する役割
を果たしている。幅広の導電体のそれぞれの端部に位置するスルーホールも表示されてい
る。この配置において、幅広導電体１０１は、その両側の端部のメッキスルーホール１０
３を相互接続する信号線の役割を果たす。これと比較して、幅狭信号線１０５は、それぞ
れの外側にある幅広線１０１のペアの間で、対を成す関係で延びている。一実施形態にお
いて、線１０１は、約０．００３×２．５４ｃｍ（インチ）乃至約０．０１２×２．５４
ｃｍ（インチ）の幅を有する場合があり、一方、対応する内部の幅狭の線はそれぞれ、０
．０２×２．５４ｃｍ（インチ）乃至約０．１０×２．５４ｃｍ（インチ）の幅を有する
場合がある。これらの線は、約０．０３×２．５４ｃｍ（インチ）乃至約０．１２×２．
５４ｃｍ（インチ）の距離で間隔を空けている。対を成す幅狭信号線１０５の両側に幅広
線１０１を設ける目的は、適切なトレースインピーダンス制御と、信号線間で結合するノ
イズを最小化する遮蔽とを提供することである。図１３において確認されるように、これ
らの線は、中央ＰＴＨ１０３に結合される中間導電（又は電源）プレーン１０６の外側に
位置する幅狭線１０５と共に、部分２０’’の両側に配置されている。この配置は、最大
の信号遮蔽を提供可能な連続する基準プレーンによる有利な特徴を提供する。これは、よ
り単純な構造の部分合成物を提供し、例えば高速信号と低速信号等、異なる誘電体の厚さ
を有する可能性のある、Ｚ接続を伴うセクションを可能にする。しかしながら、こうした
パターンが表示されているものの、本発明の好適な実施形態においては、それぞれの半田
球７（図１）が、球７のパターンと同様のパターンで配置された個別の接点６と結合する
ことになると理解される。上のパターンは、一つのチップ上のこうした球のそれぞれの外
側列を、隣接する別のチップの球の対応する外側列に相互接続するために使用することが
できる。
【００８３】
　以上のように、有機積層チップキャリアと、その第一の表面に間隔を空けて配置された
複数の半導体チップとを備える、マルチチップ電子パッケージについて、表示及び説明を
行った。更に、複数の導電要素（半田球等）を使用してチップキャリアを基板に接続する
回路化基板（ＰＣＢ等）と組み合わせて、前記のキャリア及び半導体チップを含む、電子
パッケージ組立体について、表示及び説明を行った。重要な点として、本発明の有機積層
チップキャリアは、これに電気的に結合された二つ以上の高温半導体チップを有すること
が可能であり、これらは、共に結合すること、及び又はキャリアの下面（反対側）にある
導電体に結合することができる。更に重要な点として、これらのチップは、これらの間で
高周波信号伝達を確保できるように、高速度となる形で結合することが可能であり、これ
により、結果として、この技術でこれまでに知られているものよりも優れた性能を有する
最終的な製品構造が生じる。本発明は、本明細書で定義したように、パッケージ工程中及
び望ましい基礎回路化基板上での配置中に、半導体チップの高温動作の結果として変形せ
ず、或いはその他の形で損害を受けない、本明細書で説明したような有機積層材料を十分
に含んだキャリアを使用して、こうした機能を達成することができる。したがって次に、
このチップキャリアは、本明細書の内容に従って形成された少なくとも二つの部分を備え
ることができる。加えて、このキャリアは、チップとキャリアとの間の接続と、利用され
ている場合には、キャリアの下面と対応する基板との間の接続とを形成する、それぞれの
半田球の間の分離（切断）を特に防止するように設計された、定義されたような内部コン
デンサ構造及び又は熱伝導部材を、その一部として含むことができる。本明細書で定義し
た本発明は、これにより、その主要な部分として、実質的に有機積層である本体を利用す
る一方で、マルチチップタイプの既知のチップキャリアを上回る多くの重要な利点を有す
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る。本明細書で定義した、この構造を組み立てる方法は、多くの既知のＰＣＢ手順を使用
して実施することも可能であり、これにより、このタイプのキャリア、特にセラミック材
料を中心に作られたものを形成するのに使用される他のプロセスに比べ、相対的に低いコ
ストで実施できる。
【００８４】
　現時点において本発明の好適な実施形態がどのようなものかについて、表示及び説明を
行ってきたが、前記特許請求の範囲により定義される本発明の範囲から逸脱することなく
、この中で様々な変形及び改良を行い得ることは当業者には明らかであろう。
【図面の簡単な説明】
【００８５】
【図１】本発明の一態様によるマルチチップ電子パッケージを例示する部分断面側面図で
ある。
【図２】多量のカプセル材料とそのカバー部材とを更に含む図１のパッケージの側面図で
ある。
【図３】補強部材及びカバーとその一部としての熱吸収部材との使用を例示する本発明の
代替実施形態を示す図である。
【図４】本発明の代替実施形態を例示する側面図である。
【図５】本発明の一つ以上のマルチチップ電子パッケージ及び又はその完全組立体（基礎
ＰＣＢを含む）の使用に適応した情報処理システムの透視図である。
【図６】少なくとも一つの多の部分と組み合わせる時、本発明のチップキャリアとして使
用することが可能な、有機積層チップキャリアの一部の断面側面図である。
【図７】積層チップキャリアの別の部分の断面側面図である。
【図８】本発明において使用可能な有機積層チップキャリアを例示する、組立断面正面図
である。
【図９】本発明において使用可能な有機積層チップキャリアの別の実施形態を示す図であ
る。
【図１０】本発明において使用することができる多層積層チップキャリアの別の態様を示
す図である。
【図１１】本発明において使用できる有機チップキャリアの断面側面図である。
【図１２】本発明の有機積層チップキャリア上で使用可能な回路パターンの平面図である
。
【図１３】図１２の線８－８に沿って得られた側面図である。図１３の実施形態は、本発
明において使用することができる有機積層チップキャリアの一部のみを表すものである。
【符号の説明】
【００８６】
１、１’ マルチチップ電子パッケージ
２ 有機積層チップキャリア
３、３’ 半導体チップ
４ 導電プレーン
５ 誘電材料層
６ 電気接点
７、７’、９ 半田球
８ 導電体
１０ 基礎回路基板
１１ 上部高速部、パッケージ
１２ 下部、半導体チップ
１３ 熱伝導部材
１４ カプセル材料
１５、１７ 熱吸収カバー部材
１６、１８ 補強部材
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１９ 上方処理システム
２０、２０’、２０’’ 多層部分、第二の部分
２１ 中央導電プレーン
２３ 誘電材料
２５、２７導電プレーン
２９ 導電スルーホール
３０、３０’、３０’’、３０’’’ チップキャリア
３１、３１’ 第一の多層部分
３３、３５ 外部導電層
４１、４３、５１ 誘電層、導電プレーン
４５ 開口部
５５、６１ 導電材料
５５’ 外部導電層
７１、７１’ メッキスルーホール
７７ 半導体チップ
７９ 半田球
８１ 誘電層
８３ 導電層
８５ メッキスルーホール
９１ 導電スルーホール
９３ ピン
９５ 延長開口部
１０１ 幅広導電体
１０３ メッキスルーホール
１０５ 幅広信号線
１０６ 中間導電プレーン
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